
「放課後子どもプラン」平成１９年度概算要求の概要「放課後子どもプラン」平成１９年度概算要求の概要

《基本的考え方》
○ 各市町村において教育委員会が主導して、福祉部局と連携を図り、原則としてすべての
小学校区で放課後の子どもの安全で健やかな活動場所を確保し、総合的な放課後対策
として実施する「放課後子どもプラン」を平成１９年度に創設し、文部科学省と厚生労働省
が連携して必要経費を要求。

○ 両省の補助金は都道府県で一本化し、実施主体である市町村において、一体的あるい
は連携しながら事業を実施。

《基本的考え方》
○ 各市町村において教育委員会が主導して、福祉部局と連携を図り、原則としてすべての
小学校区で放課後の子どもの安全で健やかな活動場所を確保し、総合的な放課後対策
として実施する「放課後子どもプラン」を平成１９年度に創設し、文部科学省と厚生労働省
が連携して必要経費を要求。

○ 両省の補助金は都道府県で一本化し、実施主体である市町村において、一体的あるい
は連携しながら事業を実施。

「放課後子どもプラン」概算要求の「放課後子どもプラン」概算要求のポイントポイント

放課後子ども教室推進事業(新規)

【文部科学省】
放課後児童健全育成事業

【厚生労働省】

「放課後子どもプラン」推進のための連携方策

○事業毎に実施していた指導者（員）研修を都道府県等において合同で開催 【文部科学省・厚生労働省】

○両事業の効率的な運営方法等を協議する委員会を市町村及び都道府県に設置 【文部科学省】

ソフト面

○基準開設日数（２５０日）の設定
・基準開設日数を281日から弾力化し、それを超えて
開所するクラブへの日数に応じた加算措置の実施

○必要な開設日数の確保
・補助対象日数を200日以上から250日以上とし、
それ未満は、3年間の経過措置後、補助を廃止

○適正な人数規模への移行促進
・71人以上の大規模クラブについては、3年間の経過
措置後、補助を廃止し、分割等を促進

○地域子ども教室推進事業(平成16年度からの

緊急３ヵ年計画)の取組を踏まえた事業の推進
・地域の方々の参画を得て、様々な体験・交流活動
等の取組を拡大

○学習支援の充実
・様々な体験・交流活動等に加えて、家庭の経済力
等にかかわらず、学ぶ意欲がある子どもたちに学習
機会を提供する取組の充実を図る

ハード面

○新たに施設を設置する際の創設か所数
及び既存施設の改修か所数の増

○既存の児童館等で新たに実施する際の
備品購入費補助（100万円を限度）の創設

○小学校内に設置する際の備品購入費補
助(100万円を限度)の創設

か所数 ２０，０００か所(5,900か所増)２０，０００か所

○事業の円滑な実施や一体的な活動を促すコーディネーターを各小学校区レベルに配置 【文部科学省】

趣 旨

▼共働き家庭など留守家庭のおおむね10
歳未満の児童に対して、放課後に適切な
遊びや生活の場を与えて、その健全な育
成を図る。（児童福祉法第６条２第２項に規定）

▽放課後児童クラブの未実施小学校区の
早急な解消等を図るためのソフト及び
ハード両面での支援措置を講じる。

▼すべての子どもを対象として、安全・安心
な子どもの活動拠点（居場所）を設け、
地域の方々の参画を得て、子どもたちと共
に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民
との交流活動等の取組を推進する。

※平成16年度からの緊急３ヵ年計画「地域子ども
教室推進事業」(委託事業)を廃止し、新たに
「放課後子ども教室推進事業」(補助事業)を創設

※【】内が概算要求担当省

要求額 １８９．７億円 （６９．５億円増）１３７．６億円

※平成18年度委託事業数比［10,000ヵ所増］

※平成18年度委託事業費比［71.2億円増］

原則としてすべての
小学校区での実施
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「放課後子どもプラン」推進のための連携方策「放課後子どもプラン」推進のための連携方策
～文部科学省と厚生労働省の放課後対策～文部科学省と厚生労働省の放課後対策事業事業の連携～の連携～

行政、学校、福祉や社会教育の関係者、有識者等が研修の企画等、域内の放課後対策の総合的
な在り方を共同で検討 →全都道府県・指定都市に設置

行政、学校、福祉や社会教育の関係者、有識者等が研修の企画等、域内の放課後対策の総合的
な在り方を共同で検討 →全都道府県・指定都市に設置

放課後対策事業の「放課後対策事業の「推進委員会推進委員会」」のの設置設置 【概算要求担当省：文部科学省】

これまで事業毎に実施していた指導者(員)研修を合同で開催することにより、プラン関係者の情報
交換・情報共有、資質の向上等を推進 →全都道府県・指定都市で開催

これまで事業毎に実施していた指導者(員)研修を合同で開催することにより、プラン関係者の情報
交換・情報共有、資質の向上等を推進 →全都道府県・指定都市で開催

放課後放課後子どもプラン指導者子どもプラン指導者((員員))研修の開催研修の開催 【概算要求担当省：文部科学省・厚生労働省】

市町村における取組をバックアップ

地域住民の参加･協力地域住民の参加･協力大学生 退職教員 高齢者
中学生
高校生

○実施主体である市町村において円滑な取組促進が図られるよう、事業推進に向けた支援を実施

都道府県での連携都道府県での連携

「放課後子ども教室」「放課後子ども教室」((文部科学省文部科学省))と「放課後児童クラブ」と「放課後児童クラブ」((厚生労働省厚生労働省))を一体的あるいは連携を一体的あるいは連携
して実施して実施するための市町村及び都道府県における具体的なするための市町村及び都道府県における具体的な連携連携方策は以下のとおり。方策は以下のとおり。

スポーツや文化
活動等の体験活動

体験の場

地域の大人や異年齢の
子どもとの交流活動

交流の場

お手玉やメンコなど
様々な昔遊びなど

遊びの場

予習や復習、補習等
の学習活動

学びの場

学習ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

生活指導、家庭との
連絡等

生活の場

専任指導員
安全
管理員

「放課後子どもプラン」の実施により、子どもの安全で健やかな居場所を確保、
勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取組の充実

「放課後子どもプラン」推進のための連携方策「放課後子どもプラン」推進のための連携方策
～文部科学省と厚生労働省の放課後対策～文部科学省と厚生労働省の放課後対策事業事業の連携～の連携～

・余裕教室をはじめとする学校諸施設（体育館、校庭、保健室等）の積極的な活用の促進
・両事業の関係者と学校の教職員間で、子どもの様子の変化や健康状態､
下校時間の変更等の情報交換を促進

・余裕教室をはじめとする学校諸施設（体育館、校庭、保健室等）の積極的な活用の促進
・両事業の関係者と学校の教職員間で、子どもの様子の変化や健康状態､
下校時間の変更等の情報交換を促進

活動場所における連携促進活動場所における連携促進

両事業の円滑な実施を図るため、学校や関係機関等との連絡調整、ボランティア等の協力者の
確保・登録・配置、活動プログラムの策定等を実施 →全小学校区に配置

両事業の円滑な実施を図るため、学校や関係機関等との連絡調整、ボランティア等の協力者の
確保・登録・配置、活動プログラムの策定等を実施 →全小学校区に配置

コーディネーターの配置コーディネーターの配置 【概算要求担当省：文部科学省】

行政（教育委員会及び福祉部局） 、学校、放課後児童クラブや社会教育・児童福祉関係者及び地域住民等が
プランの策定、活動内容やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの確保等、両事業の運営方法等を共同で実施・検討→全市町村に設置

行政（教育委員会及び福祉部局） 、学校、放課後児童クラブや社会教育・児童福祉関係者及び地域住民等が
プランの策定、活動内容やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの確保等、両事業の運営方法等を共同で実施・検討→全市町村に設置

放課後対策事業の「運営放課後対策事業の「運営委員会委員会」」のの設置設置 【概算要求担当省：文部科学省】

○放課後子どもプランを策定し、小学校区毎の円滑な事業を実施

市町村市町村での連携での連携

放課後子ども教室放課後子ども教室 放課後児童クラブ放課後児童クラブ

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

事業間の調整事業間の調整
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